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回次
第25期

中間連結会計期間
第26期

中間連結会計期間
第25期

会計期間

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2026年
　４月１日
至2026年

　９月30日

自2025年
　４月１日
至2026年
　３月31日

売上高 （百万円） 385,668 416,367 793,746

経常利益 （百万円） 14,353 24,341 26,640

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 9,336 16,253 15,453

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 9,731 17,411 17,195

純資産額 （百万円） 229,925 249,953 234,957

総資産額 （百万円） 422,250 430,611 433,550

１株当たり中間（当期）純利益

金額
（円） 88.54 153.67 146.36

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） 88.09 － 145.96

自己資本比率 （％） 54.3 57.9 54.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 20,438 31,305 30,834

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △7,353 △8,304 △15,101

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △12,860 △22,972 △15,606

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 9,060 8,981 8,958

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第26期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当企業グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、2026年４月１日付で、当社を存続会社、当社の連結子会社であった株式会社ＰＴＮを消滅会社とする吸収合

併を行ったため、株式会社ＰＴＮを連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、中東情勢をはじめとする地政学リスクの長期化や中国経済の伸び悩

み、米国の金融政策の動向及び為替相場の急変動に加え、依然として高水準で推移する物価高が家計や企業収益を

圧迫するなど、先行き不透明な状況が続いております。

しかしながら、民間企業におけるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進や省力化・人手不足対応に向

けた設備投資が堅調に推移するとともに、定着しつつある賃上げ傾向や良好な雇用・所得環境に支えられ、個人消

費は底堅さを維持いたしました。また、昨年の2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）閉幕後の反動減が懸念さ

れたものの、円安傾向を追い風としたインバウンド（訪日外国人客）消費の堅調な推移や、海外旅行の割高感に伴

う国内観光へのシフトなど、活発な人流にも支えられ、国内消費市場は全体として緩やかな回復基調を辿りまし

た。

このような状況のもと、当社は、2026年６月５日付で株式会社ヤマダホールディングスとの間で持株会社方式に

よる経営統合に関する基本合意書を締結いたしました。現在、両社による「統合準備委員会」を設置し、統合シナ

ジーの精査を行うとともに、経営統合に向けた具体的な協議・検討を進めております。少子高齢化やデジタル化の

加速など家電小売業界を取り巻く環境変化を見据え、双方の強みを掛け合わせることで、持続可能なビジネスモデ

ルの構築と企業価値のさらなる向上を目指してまいります。

また、エコ・リビングソーラー（ＥＬＳ）事業のさらなる成長と資源循環モデルの確立に向け、当社連結子会社

である株式会社イー・アール・ジャパンにおいて、2026年５月13日より「ＰＶリサイクル工場」の稼働を開始いた

しました。太陽光パネルの販売・施工から回収、再資源化までを当企業グループ内で完結させる独自の一貫体制を

確立し、2030年代半ばに懸念されている太陽光パネルの大量廃棄問題へ先駆けて対応するなど、社会的責任を果た

してまいります。

さらに、お客様の多様なライフスタイルに応える取り組みの一環として、当社連結子会社である夢見る株式会社

が展開するロボットプログラミング教室「ロボ団」が、株式会社イードの満足度調査「イード・アワード2026プロ

グラミング教育」において総合顧客満足度第１位（最優秀賞）を受賞いたしました。今後もサービスの向上と教材

開発の強化を図り、教育価値の提供に努めてまいります。

この他、10月より、自宅サウナから上質なバスタイムまで至福のリラックス空間をご提案する「癒し時間リフォ

ーム」や、音の悩みを解決し心ゆくまで音を楽しめるプライベート空間をご提案する「楽家（たのしえ）時間リフ

ォーム」などの新サービスを開始しております。

当社はこれからも、事業活動を通じてお客様の豊かな暮らしに貢献するとともに、多様なニーズにお応えし、快

適な暮らしの実現をサポートしてまいります。

当中間連結会計期間における商品別売上につきましては、４月から５月にかけて平均気温が平年より高く推移し

たことでエアコン商戦が例年より早期に本格化し、７月以降も引き続き好調を維持いたしました。これに加え、エ

アコンの2027年問題による買い替え需要の顕在化も寄与し、季節商品が大幅に伸長いたしました。

また、資材高騰や金利上昇による新築市場の伸び悩みを背景に、リフォーム・リノベーション需要へのシフトが

追い風となったほか、部品・部材供給の逼迫状況が改善したことも寄与し、住宅設備関連が堅調に推移いたしまし

た。

一方、情報通信機器（パソコン）につきましては、前年度における買い替え需要の反動減やメモリ価格高騰の影

響を受け、前年同期を大きく下回りました。
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年月 店舗名 都道府県 区分

2026年４月 エディオン　岡山本店 岡山県 建替

エディオン　イオンモール神戸北店 兵庫県 移転

エディオン　丸亀店 香川県 移転

６月 エディオン　ホームズ葛西店 東京都 新設

７月 エディオン　秩父店 埼玉県 閉鎖

エディオン　イオンモール熊本店 熊本県 閉鎖

当中間連結会計期間の店舗展開につきましては、家電直営店として以下のとおり１店舗を新設、３店舗を移転・

建替え、２店舗を閉鎖いたしました。また、フランチャイズ店舗は６店舗を新設、９店舗を閉鎖と３店舗の純減少

となりました。これにより当中間連結会計期間末の店舗数はフランチャイズ店舗724店舗を含めて1,176店舗となり

ました。

エディオングループ家電直営店出退店状況

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、4,163億67百万円（前年同期比108.0％）と増加いたしました。ま

た、営業利益は238億48百万円（前年同期比173.0％）、経常利益は243億41百万円（前年同期比169.6％）、親会社

株主に帰属する中間純利益は162億53百万円（前年同期比174.1％）とそれぞれ増加しております。

総資産は、前連結会計年度末と比較し29億38百万円減少し、4,306億11百万円となりました。これは商品及び製

品が63億97百万円増加したものの、売掛金が73億33百万円、主に未収入金の減少により流動資産の「その他」が50

億26百万円それぞれ減少したこと等により流動資産が59億33百万円減少し、また、投資有価証券が16億93百万円、

主にＣＶＣファンド「Brand New Retail Initiative Fund」への出資等により投資その他の資産の「その他」が9

億73百万円それぞれ増加したこと等により固定資産が29億95百万円増加したためであります。

負債は、前連結会計年度末と比較し179億34百万円減少し、1,806億58百万円となりました。これは未払法人税等

が43億25百万円増加したものの、１年内返済予定の長期借入金が61億14百万円、短期借入金が121億84百万円それ

ぞれ減少したこと等により流動負債が158億15百万円減少し、また、長期借入金が17億77百万円、リース債務が2億

69百万円それぞれ減少したこと等により固定負債が21億19百万円減少したためであります。

純資産は、前連結会計年度末と比較し149億96百万円増加し、2,499億53百万円となりました。これは主にその他

有価証券評価差額金が11億60百万円増加した他、利益剰余金が配当により26億43百万円減少したものの、親会社株

主に帰属する中間純利益により162億53百万円増加したためであります。

（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は、前連結会計年度末と比較し23百万

円増加し、89億81百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、313億5百万円（前年同期に得られた資金は204億38百万円）となりました。

これは、税金等調整前中間純利益が241億円、減価償却費が52億82百万円、売上債権の減少による資金の増加が

73億34百万円、未収入金の減少による資金の増加が59億39百万円、棚卸資産の増加による資金の減少が64億95百万

円、仕入債務の増加による資金の増加が17億36百万円、契約負債の減少による資金の減少が28億5百万円、法人税

等の支払額が39億19百万円あったこと等によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、83億4百万円（前年同期に使用した資金は73億53百万円）となりました。

これは、有形固定資産の取得による支出が52億22百万円、無形固定資産の取得による支出が13億91百万円、主に

ＣＶＣファンド「Brand New Retail Initiative Fund」への出資等による投資活動によるキャッシュ・フローの

「その他」の支出が14億37百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、229億72百万円（前年同期に使用した資金は128億60百万円）となりました。

これは、短期借入金の純減額が121億84百万円、長期借入金の返済による支出が78億79百万円、配当金の支払額

が24億60百万円あったこと等によるものであります。

（3）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

当該見積りは現時点で入手可能な情報に基づいた見積りではありますが、上記の仮定に変更が生じた場合には、

当企業グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当企業グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当企業グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

（6）研究開発活動

該当事項はありません。

３【重要な契約等】

株式会社ヤマダホールディングスとの持株会社方式による経営統合に関する基本合意書の締結について

当社は、2026年６月５日付で株式会社ヤマダホールディングスと両社間の相互信頼及び対等統合を基本的な方針と

する経営統合に関する協議・検討を進めていくことについて合意し、同日開催したそれぞれの取締役会の決議に基づ

き、基本合意書を締結いたしました。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 112,005,636 112,005,636
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

計 112,005,636 112,005,636 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 112,005,636 － 11,940 － 64,137

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 12,072 11.41

株式会社ニトリホールディングス 札幌市北区新琴似七条一丁目２番39号 10,225 9.66

エディオングループ社員持株会 大阪市北区中之島二丁目３番33号 7,090 6.70

株式会社ダイイチ 広島市中区紙屋町二丁目１番18号 3,449 3.26

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,276 3.10

久保　允誉 兵庫県芦屋市 2,310 2.18

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ 

ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ 

５０５２２３

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

Ｐ．Ｏ． ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ Ｍ

ＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０１ 

Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都港区港南二丁目15番１号）

1,804 1.71

エディオングループ取引先持株会 大阪市北区中之島二丁目３番33号 1,650 1.56

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲二丁目２番１号 1,624 1.53

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 1,621 1.53

計 － 45,125 42.64

（５）【大株主の状況】

（注）１．　自己株式が6,174千株あります。

２．　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。
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2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,174,500 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 105,661,600 1,056,616 同上

単元未満株式 普通株式 169,536 － －

発行済株式総数 112,005,636 － －

総株主の議決権 － 1,056,616 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,200株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれております。

2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社エディオン
広島市中区紙屋町二丁目

１番18号
6,174,500 － 6,174,500 5.51

計 － 6,174,500 － 6,174,500 5.51

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,958 8,981

電子記録債権 0 －

売掛金 43,573 36,240

商品及び製品 116,122 122,520

その他 20,617 15,590

貸倒引当金 △110 △104

流動資産合計 189,162 183,228

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 59,852 61,317

工具、器具及び備品（純額） 5,065 5,829

土地 100,924 100,719

リース資産（純額） 2,568 2,327

建設仮勘定 3,864 1,952

その他（純額） 871 1,003

有形固定資産合計 173,147 173,150

無形固定資産

のれん 2,184 1,995

その他 8,980 9,245

無形固定資産合計 11,164 11,240

投資その他の資産

投資有価証券 6,574 8,267

差入保証金 27,613 27,842

退職給付に係る資産 1,119 1,271

繰延税金資産 17,847 17,642

その他 7,286 8,260

貸倒引当金 △364 △292

投資その他の資産合計 60,075 62,992

固定資産合計 244,387 247,383

資産合計 433,550 430,611

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 39,264 41,001

短期借入金 13,199 1,014

１年内返済予定の長期借入金 9,923 3,808

リース債務 841 847

未払法人税等 4,631 8,957

未払消費税等 3,210 2,625

賞与引当金 6,378 7,367

契約負債 36,899 34,093

その他 14,185 13,003

流動負債合計 128,534 112,719

固定負債

長期借入金 44,209 42,431

リース債務 2,149 1,879

繰延税金負債 186 157

再評価に係る繰延税金負債 1,614 1,601

退職給付に係る負債 4,188 4,255

資産除去債務 12,415 12,551

その他 5,292 5,061

固定負債合計 70,058 67,938

負債合計 198,593 180,658

純資産の部

株主資本

資本金 11,940 11,940

資本剰余金 83,612 83,702

利益剰余金 149,087 162,725

自己株式 △9,522 △9,383

株主資本合計 235,117 248,984

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,947 3,107

土地再評価差額金 △4,454 △4,483

退職給付に係る調整累計額 1,820 1,731

その他の包括利益累計額合計 △686 355

非支配株主持分 525 613

純資産合計 234,957 249,953

負債純資産合計 433,550 430,611
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 385,668 416,367

売上原価 270,380 288,954

売上総利益 115,287 127,412

販売費及び一般管理費 ※ 101,500 ※ 103,564

営業利益 13,787 23,848

営業外収益

受取利息及び配当金 80 109

受取手数料 327 17

受取事務手数料 190 211

物品売却益 28 222

その他 425 394

営業外収益合計 1,052 956

営業外費用

支払利息 301 324

支払手数料 46 59

その他 138 79

営業外費用合計 486 463

経常利益 14,353 24,341

特別利益

固定資産売却益 8 44

受取補償金 213 －

資産除去債務戻入益 － 54

特別利益合計 222 98

特別損失

減損損失 － 29

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 398 236

その他 117 72

特別損失合計 515 338

税金等調整前中間純利益 14,060 24,100

法人税、住民税及び事業税 4,054 8,091

法人税等調整額 614 △331

法人税等合計 4,669 7,760

中間純利益 9,391 16,340

非支配株主に帰属する中間純利益 54 87

親会社株主に帰属する中間純利益 9,336 16,253

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 9,391 16,340

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 315 1,160

退職給付に係る調整額 24 △89

その他の包括利益合計 340 1,070

中間包括利益 9,731 17,411

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 9,676 17,324

非支配株主に係る中間包括利益 54 87

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 14,060 24,100

減価償却費 5,586 5,282

のれん償却額 221 189

減損損失 － 29

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △78

賞与引当金の増減額（△は減少） 69 988

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 341 66

受取利息及び受取配当金 △80 △109

支払利息 301 324

固定資産除却損 398 236

売上債権の増減額（△は増加） 8,659 7,334

未収入金の増減額（△は増加） 3,889 5,939

棚卸資産の増減額（△は増加） 234 △6,495

仕入債務の増減額（△は減少） △2,197 1,736

契約負債の増減額（△は減少） △2,303 △2,805

その他 △3,285 △1,508

小計 25,897 35,230

利息及び配当金の受取額 59 81

利息の支払額 △300 △325

助成金の受取額 8 20

法人税等の還付額 147 217

法人税等の支払額 △5,373 △3,919

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,438 31,305

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,575 △5,222

有形固定資産の売却による収入 35 293

無形固定資産の取得による支出 △973 △1,391

差入保証金の差入による支出 △854 △547

その他 △984 △1,437

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,353 △8,304

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,000 △12,184

長期借入金の返済による支出 △2,016 △7,879

自己株式の取得による支出 △2,857 △1

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増

加）
840 －

配当金の支払額 △2,330 △2,460

その他 △497 △445

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,860 △22,972

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 225 23

現金及び現金同等物の期首残高 8,834 8,958

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 9,060 ※ 8,981

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

当中間連結会計期間において、当社を存続会社、当社の連結子会社であった株式会社ＰＴＮを消滅会社とする吸

収合併を行ったため、株式会社ＰＴＮを連結の範囲から除外しております。

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

従来、連結子会社のうち決算日が１月31日であった株式会社サンフレッチェ広島は、同日現在の財務諸表を利用

し連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、当中間連結会計期間より決算

日を６月30日に変更しております。

この決算期変更に伴い、当中間連結会計期間において、2026年２月１日から2026年６月30日までの５か月間を連

結し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引について必要な調整を行っております。

なお、この変更による当中間連結会計期間に与える影響は軽微です。

　前中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

　　至  2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2026年４月１日

　　至  2026年９月30日）

広告及び販売促進費 7,336百万円 7,659百万円

給与手当及び賞与 27,539 28,208

賞与引当金繰入額 6,113 7,286

退職給付費用 1,477 1,277

営業用賃借料 14,978 15,054

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残高は、中間連結貸借対照表の現金及び預金勘定の残高と一致しております。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 2,515 24 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月６日

取締役会
普通株式 2,432 23 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 2,643 25 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月５日

取締役会
普通株式 3,174 30 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年８月２日開催の取締役会決議に基づき、当中間連結会計期間において自己株式1,476,800

株の取得を行ないました。

また、当中間連結会計期間において、転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使等により、自

己株式が2,390,164株減少しております。

この結果等により、当中間連結会計期間において自己株式が605百万円減少し、当中間連結会計期間末に

おいて自己株式が9,521百万円となっております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）及び当中間連結会計期間（自　2026年４月１

日　至　2026年９月30日）

当企業グループの事業セグメントは、家庭電化商品等の販売及びその他の事業でありますが、その他の事業の

全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略

しております。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

当社と株式会社ＰＴＮの合併

当社は、当社の連結子会社であった株式会社ＰＴＮを2026年４月１日付で吸収合併いたしましたが、重要性が乏

しいため、記載を省略しております。

前中間連結会計期間
（自  2025年４月１日

　 至  2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2026年４月１日

　 至  2026年９月30日）

家電直営店売上 351,658百万円 381,391百万円

フランチャイズ売上 11,965 12,400

その他 20,010 20,608

顧客との契約から生じる収益 383,634 414,401

リースに係る収益 2,033 1,966

その他の収益 2,033 1,966

外部顧客への売上高 385,668 416,367

（収益認識関係）

（収益の分解情報）

当企業グループの事業セグメントは、家庭電化商品等の販売及びその他の事業であり、顧客との契約から生じる

収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益金額 88円54銭 153円67銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
9,336 16,253

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益金額（百万円）
9,336 16,253

普通株式の期中平均株式数（千株） 105,450 105,765

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 88円09銭 －

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百万

円）
－ －

普通株式増加数（千株） 541 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

（注）  当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、2026年11月５日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項およびその具体的な取得方法について決議し、2026年11月11

日に1,988,800株の自己株式を取得いたしました。

なお、自己株式の取得について一括取得型自己株式取得（Accelerated Share Repurchase）による方法を採用し

ております。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を通じて、株主の皆様への一層の利益還元と、機動的な資本政策を遂行するため。

２．自己株式の取得に関する決議内容

(1) 取得対象株式の種類　　　当社普通株式

(2) 取得し得る株式の総数　　2,500,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する割合約2.36％）

(3) 株式の取得価額の総額　　50億円（上限）

(4) 取得期間　　　　　　　　2026年11月10日～2026年11月16日

(5) 取得の方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

（自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付を含む。）

３．自己株式の取得結果

(1) 取得対象株式の種類　　　当社普通株式

(2) 取得した株式の総数　　　1,988,800株

（発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する割合約1.88％）

(3) 株式の取得価額の総額　　4,999,843,200円

(4) 取得日　　　　　　　　　2026年11月11日

(5) 取得の方法　　　　　　　東京証券取引所における自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付

（注）上記(2)の取得した株式の総数のうち、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社から買い付けた

146,700株に関しては、当社の実質的な取得価額が一定期間の当社株式の平均価格相当になるよう、

後日、当社株式を用いた調整取引を行うため、調整取引を含めた全体での最終的な取得株式数は変動

する可能性があります。

４．本ASR取引において当社が発行する新株予約権

(1) 割当日　　　　　　　　　　2026年11月20日

(2) 新株予約権の総数　　　　　１個

(3) 払込金額　　　　　　　　　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

(4) 当該発行による潜在株式数　146,700株（上限）

※上限の潜在株式数は、下記(6)の基準金額÷平均株価がゼロとなった場合

を前提とした株式数

(5) 行使時の出資金額　　　　　１円

(6) 行使時の交付株式数の算定方法

交付株式数＝(ⅰ)基準株式数－(ⅱ)基準金額÷(ⅲ)平均株価

※単元未満株式は切り捨て、0を下回る場合には0株とする。

(ⅰ)「基準株式数」は、146,700株

(ⅱ)「基準金額」は、368,803,800円

(ⅲ)「平均株価」は、下記(a)に下記(b)を加えた数値（小数第５位まで算出

し、その小数第５位を四捨五入します。）をいう。
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(a)2026年11月12日（同日を含みます。）から本新株予約権の行使請求の効

力発生日（以下「行使請求日」といいます。）の直前取引日（同日を含

みます。）までの期間の各取引日（但し、本新株予約権の発行要項に定

める除外市場混乱事由発生日を除きます。）の東証における当社普通株

式のＶＷＡＰの算術平均値に99.79％を乗じた数値

(b)2026年11月12日（同日を含みます。）から行使請求日の直前取引日（同

日を含みます。）までの期間のいずれかの日を権利付最終日とする各配

当との関係で、①当該配当の1株当たりの配当額（配当決議が行使請求

日の直前取引日までに行われていない場合には、行使請求日時点で当社

が公表済の最新の予想配当額とします。但し、各期末配当については35

円を控除し、当該控除後の金額が0円を下回る場合には、0円としま

す。）に、②当該配当に係る権利落ち日（同日を含みます。）から2027

年４月23日（同日を含みます。）までの取引日数を乗じた数値を、

③2026年11月12日（同日を含みます。）から2027年４月23日（同日を含

みます。）までの取引日数で除した数値（以下「配当調整額」といいま

す。）を算出したうえで、各配当に係る配当調整額を合計した数値

(7) 募集又は割当方法　　　　　モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券に対する第三者割当方式

(8) その他　　　　　　　　　　当社は、割当予定先との間で、割当予定先が本新株予約権の行使を行わない

場合（本割当契約上、本新株予約権を行使した場合に交付される株式数が0

株となる場合、割当予定先は本新株予約権を行使することはできず、当社に

対して本新株予約権の行使を行わない旨の通知を行わなければならないこと

とされています。）、株価の状況に応じて割当予定先から一定数の当社株式

を無償で取得する予定です。

＜本新株予約権の特徴＞

(1) 本新株予約権の構成、行使により交付される株式数及び行使の際に払い込まれる出資金額

・本新株予約権は全１回号で構成されており、発行される新株予約権の数は１個です。

・交付株式数は、平均株価の水準に応じて増減し、本買付価格よりも平均株価が上昇するほど交付株式数が

増加する仕組みとなっております。

・行使の際に払い込まれる出資金額は、１円です。

(2) 発行条件の確定

・交付株式数の算定に用いられる、基準株式数及び基準金額は本買付日において実施するToSTNeT-3の条件

（本買付価格、買付株式数等）及びその結果によって確定します。ToSTNeT-3において株主の皆様からの

売付注文があった場合は、その額だけ事後調整を要する対象株式数が減ることとなり、交付株式数の数量

が減額されることになります。

(3) 本新株予約権の行使可能期間

・本新株予約権の行使可能期間は、2027年２月12日から2027年４月26日までの期間です。但し、本新株予約

権の行使は、モルガン・スタンレーが必要と判断するショートカバー取引を完了した後、2027年４月12日

まで（但し、割当予定先が市場混乱事由発生日が発生した旨を申告した場合には、発生した日数に相当す

る取引日だけ、最長で行使可能期間最終日まで延長されます。）に行われる予定です。

(4) 本新株予約権の取得

・本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の取得を可能とする旨の条項は付されていません。

(5) 行使が行われない場合の当社株式の追加取得

・割当予定先は、平均株価が本買付価格よりも低くなり、本割当契約に従って本新株予約権の行使を行わな

い場合（本新株予約権を行使した場合に交付される株式数が0株となる場合）には、当社にその旨を通知

し、当社に対して、基準金額を平均株価で除して得られる株式数から基準株式数を控除した株式数の当社

株式を無償で譲渡することになっております。
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２【その他】

①2026年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額                   3,174百万円

(ロ）１株当たりの金額                                30円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日        2026年12月１日

(注）2026年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。

②当社は、公正取引委員会より2012年２月16日付で、独占禁止法第２条第９項第５号（優越的地位の濫用）に該当

し、同法第19条の規定に違反する行為を行っていたとして、排除措置命令及び課徴金納付命令を受けました。

当社は、両命令について、公正取引委員会に対し、独占禁止法第49条第６項及び同法第50条第４項の規定に基づ

き審判を請求し手続を進めておりましたが、同審判は、2018年３月20日に結審し、2019年10月2日付で当社の主張

の一部を認める旨の審決（納付済みの課徴金4,047百万円から取消が認められた金額1,015百万円に加算金を付加し

た額を還付する等の判断）が下され、2019年10月４日付で還付を受けております。

当社は、本審決を受け、2019年11月１日付で、排除措置命令および課徴金納付命令の一部のみを取り消した本審

決を取り消すことを求め、公正取引委員会を被告として東京高等裁判所に訴えを提起しておりましたが、2025年９

月12日付で請求棄却判決が下されました。

当社は、本判決は不当であると判断し、2025年９月26日付で最高裁判所に上告ならびに上告受理申立てをいたし

ました。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年11月12日

株式会社エディオン

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 諏訪部　修

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小林　謙一郎

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エディ

オンの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日
まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間
連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エディオン及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政
状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと
信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸
表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて
継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年
度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな
いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお



　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が
適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の
結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結
財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ
させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結
論に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上



【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月12日

【会社名】 株式会社エディオン

【英訳名】 EDION Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長執行役員CEO　　久保　允誉

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 広島市中区紙屋町二丁目１番18号

【縦覧に供する場所】 株式会社エディオン　東京支店

（東京都千代田区外神田一丁目２番９号）

株式会社エディオン　名古屋支店

（名古屋市中村区名駅南二丁目４番22号）

株式会社エディオン　大阪支店

（大阪市北区中之島二丁目３番33号）

株式会社エディオン　九州支店

（福岡市西区福重二丁目26番３号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役会長執行役員CEO久保允誉は、当社の第26期中（自2026年４月１日　至2026年９月30日）の半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。




